
（歳入） 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 85 億円

（歳出） 1,165 億円

引上げ分の
地方消費税交付金

その他

千円 千円 千円 千円

社会福祉事業 23,011,747 9,897,186 1,918,692 11,195,869

児童福祉事業 43,844,822 27,757,476 2,353,618 13,733,728

生活保護事業 15,777,750 11,807,116 580,913 3,389,721

教育総務費 1,102,530 828,948 40,026 233,556

小計 83,736,849 50,290,726 4,893,249 28,552,874

国民健康保険事業 4,188,903 2,518,634 244,365 1,425,904

介護保険事業 9,274,616 515,674 1,281,454 7,477,488

後期高齢者医療事業 1,684,300 1,264,708 61,387 358,205

小計 15,147,819 4,299,016 1,587,206 9,261,597

保健衛生事業 1,674,127 375,358 190,013 1,108,756

保健予防事業 6,280,682 2,453,351 559,948 3,267,383

健康対策事業 4,402,641 997,199 498,224 2,907,218

病院事業 5,306,542 0 776,360 4,530,182

小計 17,663,992 3,825,908 2,024,545 11,813,539

116,548,660 58,415,650 8,505,000 49,628,010

社会福祉

社会保険

保健衛生

合計

※事務費及び事務職員の人件費（サービス提供に直接従事しない職員分）を除外した経費

　消費税率の引上げによる増加分約85億円は、消費税法に定める社会保障４経費（年金、医療、
介護及び少子化対策）、その他社会保障施策（児童福祉費、介護保険費及び保健衛生費）に要
する経費に充てています。

令和２年度　引上げ分の地方消費税交付金が充てられる社会保障４経費
その他社会保障施策に要する経費

社会保障４経費その他社会保障施策に
要する経費

事業名（項名称）
令和２年度
予算額　※

財源内訳

特定財源
一般財源


